
令和８年度 一般社団法人ぽーたー 事業計画書 

 

1，基本理念 

一、個人、地域、社会を大切に 幸福の実現に努力する。 

二、社会に必要とされるゆるぎない存在へ 

三、信用と信頼、プロフェッショナリズムとチームワーク、成長と挑戦 

を大切に、障がい福祉事業を実施する。 

 

2，事業方針 

「児童発達支援ガイドライン」、「放課後等デイサービスガイドライン」に

則り、また「意思の尊重・最善の利益の優先考慮の手引き」を活用し、こど

も達の気持ちを大切にしながら、ひとり一人のニーズや課題に対応した個別

支援の提供に努める。 
 

3，業務内容 

児童発達支援事業・放課後等デイサービス事業の多機能型事業所として定

員 10 名の規模で事業運営にあたる。 

 

（児童発達支援 のびのび） 

常時マンツーマンの個別療育を実施する。日課である、全体活動は「健康・

生活」「言語・コミュニケーション」、「認知・行動」、「運動・感覚」、「人間関

係・社会性」の 5領域の要素を取り入れた活動を実施。その中で個別のニー

ズに合わせた支援を提供する。 

 療育の様子は利用の都度、保護者に Line にて報告し、情報共有に努める。 

 こども園とは、送迎の都度、または児童発達支援記録（月 1回報告）にて

情報共有を行う。 

 

（放課後等デイサービス のびのび） 

 日課である、全体活動は「健康・生活」「言語・コミュニケーション」、「認

知・行動」、「運動・感覚」、「人間関係・社会性」の 5領域の要素を取り入れ

た活動を実施。その中で個別のニーズに合わせた支援を提供する。 

 土曜日利用を拡大し、学習、SST 等の療育の充実を進める。 

  

（ご家族に対して） 

 ご家族、ご兄弟の困り感、家庭や学校での状態を把握した療育の提供に努

める。 

 個別相談を通して、障がい特性を理解し受容を促進する。 

 親子活動や保護者交流会を通して、家族同士の交流・情報交換の場を提供

する。 

 

 （地域に対して） 

 地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進と合理的配慮を目指



し、可能な限り地域との交流に向けた取り組みを行う。 

 のびのび文化際、ハロウィン等地域と一緒にイベントを実施し、事業所の

取り組みを発信する。 

 

4，事業運営管理 

（1） 安全対策・防災対策 

  事故や災害等に対する認識を深めるため、救急救命講習や避難訓練を計画

的に実施し、事故・災害による被害を最小限にとどめるように努める。また、

施設周辺及び施設設備の保全に万全を期し、安全確保に努める。 

  また、災害発生時においても必要なサービスが安定的・継続的に提供される

ために業務継続計画（BCP）を策定し、当該業務継続計画に従い、必要な措置

を講じるものとする。そして従業者に対し、業務継続計画について説明、周知

するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施する。 

（2） 保健衛生 

  来所時の健康観察、検温等による健康チェックを実施する。また手洗い、歯

磨きの励行・衣服調整等の意識付けを行ない、規則正しい生活習慣の確立を図

る。 

  防災対策等同様、業務継続計画（BCP）を策定し、必要な措置を講じるもの

とする。そして従業者に対し、業務継続計画について説明、周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施する。 

（3） 職員研修 

  職員の資質・援助技術、支援に対する意識の向上を図るため、施設内研修や

各種外部研修会への参加を計画する。今年度は指導的立場となる児発管に研

修への参加を促す。 

（4） 権利擁護の推進及び個人情報の適正な取扱い 

  人権尊重・権利擁護・倫理綱領及び職員規範並びに個人情報保護の遵守を徹

底する。事業所内で虐待防止委員会を設置し必要な研修、措置を講ずる。 

（5） 地域交流 

  地域住民や自治会等との良好な関係構築に努め、イベント開催を実施する。 

（6） 法令遵守 

  児童発達支援ガイドライン及び放課後等デイサービスガイドラインに則っ 

て事業を実施する。 

（7） 広報 

  ・ホームページの写真を更新する。 

  ・年 4 回広報紙を作成する。 

  ・インスタグラムを適時更新する。 

  ・保護者アンケート調査と事業所職員による自己評価を実施し、評価結果を 

ホームページにて公開する。 

（8）その他の事業に重要な項目 

  ・事業所前の山林の一部を子ども達が遊べるスペースに改修（9月末までに）。 

  ・職位、職種による役割の明確化。 

・親子活動、保護者交流の充実。 



  ・移行支援としての他事業所との交流を検討。 

・大規模修繕（壁紙）の実施。 

  ・公用車（パレット）の更新検討。（補助金事業 2カ所申請） 

・パソコン機器更新（2台）、会議録機器導入し業務削減（ICT） 

・顧問弁護士契約。 

・定員、事業規模縮小の検討、実施。 

 

5,年間行事計画（別紙参照） 

 ・年間活動計画 

 ・年間医務研修計画 

 ・年間職員研修計画 

 ・各種会議計画 


